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JICE年報2009　発刊に寄せて

知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。

私たちは、「人づくり協力のプロ集団」として、開発途上国の国づくりを担う人材の育成を、
共に学びあい、理解を深めながら支援し、平和で豊かな地球社会の実現に貢献します。

キャッチフレーズ

ミッションステートメント

　また、一昨年より実施してきました東アジア青少年大交流計画（JENESYSプログラム）では昨年日メコン交流年を

定め、新たなプログラムを導入する等交流の形も多様化してきている一方、特集3に紹介しましたように、本プログラ

ムを通して日本のさまざまな地域での国際交流が活発化してきました。今後こうした交流の動きが地域社会の国際

化につながる下地となればと考えております。

　このように、JICEは「知をつなぐ。世界をつなぐ。未来をつなぐ。」をキーワードに数多くの「人づくり協力」関連の新

規事業を展開しており、明治維新以降の近代化や戦後復興対策等の開発途上国としての経験ならびに環境・省エ

ネ対策、金融危機対策等、先進国としての経験等これまで先人が培って来た「日本の知」を開発途上国等に伝えるこ

とによって、当センターのミッションステートメントにある「平和で豊かな地球社会の実現」をめざして邁進して行く所

存です。

　本書は、2008年度の事業実績をまとめたものです。本書を通じて、JICEの活動に関する皆様のご理解が一層深ま

ることを願ってやみません。

　財団法人日本国際協力センター（JICE）は、わが国の国際協力推進に貢献することを目的に1977年3月に設立さ

れました。爾来、日本のODA事業の拡大に呼応し、研修員の受入れや専門家の派遣手続等に業務の幅を広げ、さら

に最近では人材育成支援無償事業（JDS）や21世紀東アジア青少年大交流計画（JENESYSプログラム）等を主要事

業に加えるなど一層業務の充実に努めて参りました。

　またJICEは独立行政法人国際協力機構（JICA）からの委託事業を中軸にしつつも、外務省、文部科学省をはじめ、

教育研修・研究機関、地方自治体、民間企業、国際機関、開発途上国政府等に受注先、支援先を拡大し、今日に至る

まで「人づくり協力のプロ集団」としての多様な業務を継続発展させて参ることができました。これまで賜りました関

係者の皆様のご支援・ご協力に対して改めて感謝申し上げます。

　JICEの2008年度事業の中で特筆すべき点としましては、民間企業や外国政府等新たなクライアントとの事業展

開が挙げられます。特集１では、アルジェリア東西高速道路建設工事共同企業体（COJAAL）との契約にもとづいた

日本での同国国家品質管理センター研修事業の実施や、アラブ首長国連邦アブダビ首長国の行政管理省との間で

直接契約を交わした政府マネジメント研修等、本邦研修の意義が諸外国に認識されてきた事例を紹介しています。

同時に、こうした動向は、今後のJICEの方向性に展望を示す事業が展開された年であったことを示しています。

　他方、既存の事業としては特集2で紹介しておりますように、人材育成支援無償事業（JDS事業）や長期研修員受

入事業を通じて、JICEが留学生受入れ支援事業を開始して10年目を迎えたことも特徴として挙げられます。特にJDS

事業では、各受入大学との緊密な連携の中で留学生の支援を行い、成果を上げてくることができました。お蔭様で、

留学生の成績も含め各大学での評価も高く、また留学生にとっても日本での留学期間が単なる研究生活の日々に

とどまらず、日本と自国との新たな発見につながったようです。こうした成果はこの10年間培ってきた留学生受入支

援に関するノウハウの蓄積とも併せ、一昨年度からの円借款による留学生の受入支援業務の受注へとつながってき

ております。 2009年11月
財団法人日本国際協力センター

松岡 和久
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国や機関から直接受託した主な研修
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Why JICE?
政府開発援助（ODA）の一環としてこれまでJICEは
主に開発途上国からの研修員を対象とした
日本での人材育成事業に深く携わってきた。
そして現在では、ＯＤＡの業務はもちろんのこと
着実な成長を遂げたかつての開発途上国から
直接的なオファーを受けるまでになった。
新興国の人々が、日本そしてＪＩＣＥに期待することは、
一体何であろうか？

　JICEは1977年の設立以来、主に外

務省やJICA、大学をはじめとした日本国

内の機関とのコラボレーションによって、

開発途上国の人材育成を支援してきた。

そうした努力の甲斐もあり、これらの一部

の国々は発展を遂げ、徐々にではあるが

自立的な国づくりができるまでになった。

　しかし一方、こうした新興国において

は次の世代を担う指導者の育成に対し

て依然として高いニーズがある。そのた

め現在では、ODA、つまり日本側の公的

な協力が得られなくても、自国の資金を

使ってまでも日本で研修を行いたい、と

いう動きが活発化している。

　こうした状況にあって、JICEは2008年

度、複数の国や機関から直接的に業務を

委託された。昨今の世界的不況により円

高が進み、必ずしも安価とはいえない日本

での研修。にもかかわらず、JICEが研修を

受注できたのは、いくつかの理由がある。

　1つ目は、「日本の独自性」を研修で紹

介していることだ。終戦後半世紀あまり

で著しい成長を遂げた日本。なぜここま

で成長できたのか、途上国の人々の関心

は高い。そこでJICEでは、すべての研修

を通じて日本人の勤勉性、企業倫理、価

値観を学んでもらうためのさまざまなプ

ログラムを用意している。それは座学だ

けではない。リアルな教育現場を体感し

てもらおうと、小学校への訪問をカリキュ

ラムに組み込むこともある。児童一人ひ

とりが給食の配膳を手伝い、みんなで掃

除をする。私たちにとってはごく普通の

光景も、他国の人には新鮮なものとして

私たちが選ばれ続けてきた理由

JICEのポリシー

国家品質管理センター
研修事業

職業訓練
指導員本邦研修

行政管理省政府
マネジメント研修

特集1 海外からの研修受託

UNIDOナイジェリア環境研修の様子

受け入れられ、そこに日本の成長の秘密

を見出す人もいるのだ。技術を教えるだ

けではなく、技術を生み出した文化的な

背景を伝える。それこそ途上国の人々が

最も期待する研修だとJICEは考える。

　2つ目は、日本、さらには世界各国の人

材育成機関の中でもユニークといえる、

「研修監理員」の存在だ。彼らは単なる

「通訳」ではない。講義の質をよりよくす

るための、さまざまな働きかけを行って

いる。たとえば、研修監理員は原則として

すべての研修日程に同行する。そのた

め、研修員各自の理解度を常に確認する

ことができる。そこで講義前に講師と打

ち合わせをし、その後の研修内容を、研

修員にとってより興味の深い内容へと軌

道修正することもある。また、メモを取る

習慣がない人々には、さりげなく文房具

店に連れて行きメモ帳を購入してもら

う、電車で移動する場合は事前に切符の

買い方を教えるなど、研修全体がスムー

ズに流れるよう、あらゆる面で細かい配

慮をする。こうした研修監理員の心配り

は、日本、それもJICEならではだという

評価も得ている。

　それでは次に、昨年の研修事例を2つ

紹介する。発注元の担当者、訪日した研

修員はJICEの何を評価したのか、彼らへ

の取材を踏まえて探っていこう。

アルジェリア

ナイジェリア

マレーシア

アラブ首長国連邦アブダビ首長国

Environment
Study Tour

UNIDO Nigeria

技術はもちろん、技術を生み出した
日本独自の価値観を伝える

研修の質を高めるJICE最大の
強み、「研修監理員」

特集1
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「通訳」ではない。講義の質をよりよくす

るための、さまざまな働きかけを行って

いる。たとえば、研修監理員は原則として

すべての研修日程に同行する。そのた

め、研修員各自の理解度を常に確認する

ことができる。そこで講義前に講師と打

ち合わせをし、その後の研修内容を、研

修員にとってより興味の深い内容へと軌

道修正することもある。また、メモを取る

習慣がない人々には、さりげなく文房具
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修員はJICEの何を評価したのか、彼らへ

の取材を踏まえて探っていこう。
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COJAAL（アルジェリア東西高速道路建設工事共
同企業体）…鹿島建設株式会社、大成建設株式会
社、西松建設株式会社、株式会社間組、伊藤忠商事
株式会社による当工事に関する企業連合
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アルジェリア国家品質管理センター研修事業 アラブ首長国連邦アブダビ首長国行政管理省政府マネジメント研修

O u t l i n e

目　　　的
日本での土木技術、たとえば「耐震」分野を学び、研修で得た知識や人脈を活かして、アルジェ
リアの技術水準の向上と効率性促進を目指す。

期　　　間
第１陣：２００８年５月２８日～７月１日　　第２陣：２００８年７月２2日～８月４日

主な研修先
国土交通省、東日本高速道路株式会社（NEXCO東日本）、首都高速道路株式会社、
共同企業体各社技術研究所・センター等

目　　　的
上級公務員を対象に、「日本株式会社のメカニズムと政府および経済界の連携メカニズム」
「行政の文化化」「環境行政」「民間セクターにおけるカイゼンシステム」の理解

期　　　間
２００９年２月１３日～２月２５日

主な研修先
主な研修先：名古屋大学大学院、新日本製鐵株式会社名古屋製鉄所、株式会社デンソー大安製作所等

　現在アルジェリアでは、東西およそ

1,200kmにもおよぶ高速道路工事が

進められている。そのうち、東工区(約

399km)を担当しているのが、日本の

建設会社等で構成される企業連合、

COJAALである。

　COJAALは工事の請負と同時に、ア

ルジェリア土木技術者の人材育成も委

託されていた。国内建設業界における

リーディングカンパニーが集結した

COJAALは、耐震構造をはじめ、日本が

世界に誇る最新の土木、建設技術を有し

ている。ところが研修全体の運営につい

てのノウハウは持ち合わせていない。そ

こで、外国人の日本での研修実績が豊富

なJICEとタイアップすることで、研修を

よりスムーズに、価値のあるものにしよ

うと考えた。

　研修はこれまでに２回に分けて行われ

た。第１陣では主に現場監督、第２陣では

耐震の専門家が来日。最新技術が導入

された研究所を訪れるだけでなく、阪神

大震災の災害現場を見学し、日本の土木

技術の課題点も学んでもらう等、わが国

でなければ学べないことを、バラエティ

に富んだ研修で伝えてきた。

　COJAALの担当者は、今回の事業に

ついて次のように語る。「アルジェリア側

との調整は国民性の違いもあってか、し

ばしば困難を伴いました。予定通り計画

が進まず、JICEには何度もスケジュール

の変更をお願いしたこともありました。し

かし、さすがはこれまで多くの国の人々

の研修を日本で実施してきただけあり、

　アブダビ首長国は、かつては欧米系の

技術者が数多く移住、活躍している国で

あった。それが2007年のアブダビ皇太

子の訪日を契機に、徐々に日本への興

味、関心が高まっていった。

　一方アブダビ首長国は、石油、天然ガ

ス等の天然資源が将来枯渇していくこと

に強い危機感を抱き、行政機能を向上さ

せるさまざまな活動を行ってきた。そこ

で、人材管理、組織運営において世界的

に評価の高い日本に自国の公務員を派

遣し、その知識、ノウハウを習得させよう

としたのが、研修委託までのそもそもの

経緯である。

　具体的な研修内容については名古屋

大学大学院国際開発研究科が中心とな

り組み立て、研修全体の運営を受託した

のはJICEであった。研修中、JICEのス

タッフは、アブダビ首長国の歴史的背景

や現状を踏まえたうえで、講師の言葉を

わかりやすく翻訳する等、研修価値を高

めるさまざまな工夫を施した。

　特に評価の高かった研修が、日本のも

のづくりにおける「カイゼンシステム」で

ある。研修員は大学院での講義を受ける

だけでなく、自動車部品メーカーの株式

会社デンソーの大安製作所を訪れ、「カ

イゼン」を肌で学んだ。欧米型の企業は、

「トップダウン」型の組織のため、従業員

と管理職が協議する、というシーンはあ

まり見られない。ところが日本では、工場

長からパート社員まで、皆が情報を共有

し合い、改善策を提案し、新製品を作り出

す。チームによるTQC（Total Quality 

Control）という考え方は彼らにとっては

斬新だったようで、「ぜひ今後の行政の

見直しの際に活用したい」といった声も

挙がった。

　ほとんどの研修員が日本を初めて訪

れたこともあり、見るもの、聞くもの、す

べて新鮮だったようだ。帰国後は日常業

務に日本の経験を活かそうとしている人

も多くいる。このように研修自体は概ね

成功であったといえるが、講義が午前、

午後と連続することに多少ストレスを感

じたという声もあった。このような率直な

意見も踏まえながらJICEは、研修の質

のさらなる向上を図っている。

スタッフの皆さんは突然の変更にも柔軟

に対応し、的確なアドバイスをいただきま

した。COJAALの業務を陰で支えてくれ

ることに、私たちは深く感謝しています」

　研修後のアンケートからは、研修員が

土木技術だけでなく、礼儀正しさ、おもて

なしの心など日本人の国民性に直に触れ

たことで、多くが親日家となって帰国した

ことが読み取れる。彼らが再び工事に携

わったときには、日本的な工事の進め方、

日本人のものの見方の良き理解者とし

て、工事運営の大きな推進力となってく

れるに違いない。

●日本人は優しいだけでなく、強い「公共心」を持っていた。
●日本人は非常に礼儀正しい。そして社会の中心に「人間」がおかれている、という印象を受けた。
●小さい村でもよく整備され、近代的な生活が送れることに驚かされた。

日本人の生活、文化について

●大学教授として、今回の研修は大変参考になった。特に、橋、トンネル、耐震構造建築物の見
　学は、高い技術の成果を直接見ることができて大変有意義であった。
●研修中に最も印象に残ったのは、日本人の国民性である。段取りのよさ、時間の正確さ、他
　人を尊重すること等、私は高く評価したい。
●どの講義も素晴らしかったが、研修期間を40日程度まで延ばし、建設材料に関する講義を
　増やす等、さらにプログラムを充実してほしい。

講義について

●現場レベルで環境問題を考える姿勢に感銘を受けた。
●工場の視察では、そこで働く現場担当者と直接話し合えたことで、新たな気づきを得る
　ことができた。
●帰国後は、「チームワーク」に基づいた組織運営を強化していきたい。
●日本が固有の文化を大切にしていることに感銘した。

多治見市陶磁器意匠研究所にて研究生の育成方法
について話を聞く

Trainee’s VoiceTrainee’s Voice

Trainee’s VoiceTrainee’s Voice

特集1 海外からの研修受託

土木を
学　ぶ

組織を
学　ぶ

中ノ島新線の工事現場を見学

研修が必要となった背景
東西高速道路建設工事契約には、付帯
事業としてアルジェリア人技術者の国
内外での研修プログラムの実施が盛り
込まれていた。

JICEを選んだ理由
外国人の日本における研修実績が豊富
であったため。特にイスラム教徒の慣習
への配慮について、充分なノウハウが
あると聞いていたから。

名古屋市農業センターにて市の農業振興策に
ついて学ぶ

研修が必要となった背景
資源枯渇後の難局に備え、アブダビ首
長国は、省庁内部での連携、ネットワー
クを強化し、政府のサービス機能を向
上させることが不可欠であった。

日本を選んだ理由
アブダビ首長国は、あらゆる分野で国
際的なベンチマーキングをする必要が
あり、日本の組織はその対象としてふさ
わしいと判断したから。

特集1
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の学位取得か?」を職員が自問し、試行錯

誤を繰り返すなかで、徐々に業務の厚み

を増し、サービスの質を高めていったの

だ。そして現在は全国22の大学に広が

り、来日者数も10年間で累計2,000人

を超える等、JICEの事業の大きな柱の1

つにまで成長した。

　JDS事業におけるJICEの具体的な活

動は、まず現地での調査から始まる。そ

の国が抱える課題は何かを洗い出し、そ

のために必要な人材について検討、そし

て現地での選考を支援する。こうして留

学生が決定し無事来日を果たすと、延べ

100時間にわたる日本語講義を実施す

る。さらにはアパート探しのサポートをは

じめ、留学生が日本の生活、学業にス

ムーズに移行できるよう、さまざまな支

援をする。本格的な大学生活がスタート

日本全国で展開するJDS事業

8 9

1999年からスタートした
政府の無償資金協力による人材育成支援無償事業（JDS事業）。

JICEも事業初年よりかかわり続け、
2008年度で10年目を迎えることができた。

日本国内で有意義な学生生活を送ってもらうために、
JICEはどのような取り組みをしているのか？

大学連携の可能性は？
これまでの歩みを振り返りながら、今後の展望を探る。

　1984年、日本政府は「21世紀初頭に

おける留学生受入10万人計画」を打ち出

した。同計画に資するため、1999年より

新設されたのが、JDS事業（Japanese 

Grant Aid for Human Resource 

Development Scholarship、人材育

成支援無償事業による人材育成奨学計

画）である。

　通常の国費留学の場合、多くの留学生

は自分の興味分野をさらに深く研究する

ために来日する。一方でJDS事業は、「母

国の発展のための留学」という明確な目

的がある。そのため留学対象者は、将来

国の指導者として期待される若手行政

官が中心となっており、学位取得後は母

国に帰国し、日本で得た知識、人的ネット

ワークを活かして、それぞれの分野で活

躍することが期待される。

　JDS事業は、日本国内の省庁ではなく

先方政府と直接契約が結ばれる。特集１

で紹介したように、現在JICEでは複数の

国から直接事業を受諾しているが、JDS

事業はこうしたスタイルの草分け的な存

在、といえる。また、数カ月単位で行われ

るそれまでの技術研修と違い、数年にわ

たって留学生の生活全般をサポートする

という業務内容も、当時のJICEにとって

は未知な部分が多かった。

　そのため99年当初は、「留学生に無事

学位を取得させる」ことに業務が終始し

ていたことは否めない。しかし「何のため

JDS事業のこれまでとこれから

JDS事業とは

母国を担った青年が、
心ゆくまで学べるように

特集2 留学生支援事業 特集2

個人的な目的ではなく、
母国の発展のための留学

すると、3カ月に一度、留学生へのモニタ

リングを実施。研究の進捗具合を確認し、

来日当初の目的と現在の研究内容がず

れていないか、確認しあう。またJICEに

は北海道から九州まで全国に支所があ

るので、病気や事故で日常生活に支障を

きたしたときは、留学生はすぐにJICEス

タッフとコミュニケーションをとることが

できる。こうしたきめ細かいサポート、ア

ドバイスによって、留学生が勉学に集中

できる環境を提供しているのだ。さらに

現在では、卒業生のメーリングリストを作

成し、ニュースレターを発信する等、帰国

後のフォローアップにも注力している。

　JDS事業の開始から、10年。JICEは着

実に経験を積み人的ネットワークを広げ

てきた。今後はこれまで培ったノウハウ

を、円借款、あるいは自国の予算による留

学等、別の分野にも応用していきたいと

考えている。

先方政府との直接契約という、
草分け的な事業

選考支援から住まい探しのサポート
留学中のモニタリングまで
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JICEスタッフと留学生の
強い絆
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　来日時の諸手続きからはじまり、アパートの契約、3カ月に一回のモニタリング、緊急時の

対応など、留学生の日本滞在時のさまざまなサポートを行うことが私たちの業務です。ライ

アンさんの専攻は、フィリピンにおける円借款事業の評価方法について。私自身、以前中国

でのJICAプロジェクトに携わっていたこともあり、その経験を踏まえ、モニタリングではか

なり突っ込んだ議論を交わしたこともありました。ライアンさんはとても優秀な学生ですの

で、彼の言うほど手が煩わされた印象は持っていませんでした。今は80人ほどの留学生を

担当していますが、これらすべての留学生を、等しくあたたかく見守っていきたいですね。

　フィリピンでの円借款プロジェクトが、本当にフィリピンの役に

立っているのか、その評価方法について研究することが留学の

目的です。来日中は中幡さんにいろいろと助けてもらいました。

ある日、私のアパートに警察官が巡回に訪れたことがありまし

た。私はすっかり動転したのですが、中幡さんに連絡をして適切

なアドバイスをいただけたので、慌てることなく身分証を提示

し、来日目的を話すことができました。歯痛に悩まされたときは

すぐに英語ができる歯医者さんのリストを送ってくださったこと

もありました。2年という長期にわたる留学でしたが、これほど勉

強に集中できたのは、中幡さんをはじめとするJICEスタッフの

皆さんのおかげだと思っています。間もなくフィリピンに戻りま

すが、日本で得た知識や経験を必ずや業務に活かしたいです。

受入大学との連携
各国のニーズと受入大学との
ベストマッチングをめざす

JICEスタッフの一員である研修監理員は
「通訳」だけが仕事ではない。
留学生の生活全般を支え、
ときにはメンタル面もサポートする。

「円借款事業」のあり方について、深く語り合ったことも。

警察の巡回、歯痛…。困ったときはすぐ中幡さんに連絡しました。

研修監理員　中幡玲尼

留学生　ラゾ・マイケル・ライアン・モレンテさん
　　　 (フィリピンの国家公務員)

特集2 留学生支援事業

TWO 
OF

U S

　JICEでは留学目的にあった授業が展

開されるよう、積極的に大学へ働きかけ

をしている。一橋大学国際・公共政策大

学院で教鞭をとる前原康宏教授も、「双

方の対話、協力が必要です」と語る。

　前原教授がディレクターをつとめる同

大学院アジア公共政策プログラムでは

2000年より留学事業を本格化させ、こ

れまでに153名を受け入れてきた。その

中でJDSからの留学生は実に42％にの

ぼる。前原教授はかつて日本銀行で働い

ていた経験をベースに、主にこれまでの日

本の金融政策に関する講義を行っている。

　「私が提供できる知

識と諸外国の留学ニー

ズを結ぶ架け橋とし

て、JICEは大変大きな

役割を担ってくれてい

ます」

　JDS事業では留学

生の選考にあたって、

担当教授を現地に派遣

し、関係者と直接面談し

てもらっている。特に2008年より、特定

の省庁を絞り込み複数年にわたって留学

生を受け入れる新たな方式が採用となっ

た。長期間の信頼関係を築くうえで現地で

の活動はさらに大きな意味を持ってくるこ

とだろう。

　「留学生が日本を選ぶ理由」は何である

のか、前原教授は次のように話す。

　「戦後これだけ急激に経済成長した国

は、世界広しといえど日本だけです。途上

国の人々は、日本の成功の秘訣を学びた

いという潜在的な欲求があります。加えて

昨今アメリカ型資本主義に対する批判的

な見方が強まっていることもあり、日本へ

の関心は高まっているといえるでしょう。

　だからといって、日本の成功体験だけを

伝えても、意味がありません。かつての栄

光の歴史から、バブル崩壊、その後の停滞

と混迷から現在にいたる経済政策まで、

講義ではできる限り事実を正確に伝える

ことを心がけています。それが留学生に

とって真に有意義な学びではないでしょ

うか」

　一方で前原教授は多くの留学生を卒

業させた経験を踏まえ、次のような課題

を指摘する。

　「日本で学位を取得した学生は、マー

ケットバリューが一気に高まります。結

果、母国に戻った後、高額な給与を条件

に民間企業からのヘッドハンティングに

応じるようなケースも出てきてしまって

います。われわれ日本側がこの流れを制

度的に食い止めることは不可能ですが、

公務員として働くことの意義を伝えるこ

とはできます。こうした観点から、私ども

のプログラムでは日本の省庁で働く職員

と、相互に刺激し意識を高められるよう

な機会を設けています」

　前原教授は2005年に就任以来、これ

まで4年以上にわたってJDS事業の留

学生を受け入れてきた。

　「大学とJICEの連携は、これまで以上

に必要だと考えています。たとえば情報

の共有化等によって、双方の業務効率が

高まり、新たなサービスが提供できるか

もしれません」

　現在日本政府では、「留学生30万人計

画」を掲げ、留学前の情報提供から留学

後の元留学生の支援まで、幅広い事業を

展開している。そのときに大切なのは、

JICEと一橋大学の例のように、「留学事

業のプロ」と「教育のプロ」が緊密に連携

することだろう。先人が築いた優れた技

術力、独自の文化や倫理観を基盤に、複

数の機関が歩み寄り、教育の質、あるい

は生活サポートの質を高める努力を積み

重ねる。それが「だから私は日本で学びた

い」という意識の増加につながるのでは

ないだろうか。

大学との連携によって
教育の質、サポートの質を高める

特集2

一橋大学国際・公共政策大学院  前原康宏教授

一橋大学大学院での講義風景

世界の国々の中から
日本を留学先として選ぶ














































































